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※先に所得税を納税済の方は
確定申告後の還付金は、申告
用紙に記入した金融機関の口
座へ振り込まれます。
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減額を受けるためには、改修後３ヶ月以内に工事明細書や写真等、

工事内容を確認できる書類を添えて、市区町村に申告します。
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バリアフリー改修工事の所得税の控除
長寿化社会におけるマイホームの改修を支援する制度です。
今年度、従来からのローン型減税に加え投資型減税（自己資金）が創設されました。

①3,000万円の所得制限あり
②改修後6か月以内に居住
③平成23年にこの控除を受けた者は24年に

は受けられない。ただし要介護状態区分が3
段階以上上昇し場合は、この限りでない

①3,000万円の所得制限あり
②改修後6か月以内に居住

その他

この既定の適用を受けるためには、改修後居住した翌年の3月15日までに所得税の確定申告
をする必要があります。
確定申告には次の書類を添付しなければなりません。
① （控除を受けようとする者の）住民票の写し
②適用対象者であることの証明書注２

③ローン残高の年末残高証明書（ローン型減税のみ）

④（建築士法に基づく建築士事務所等に所属する建築士が発行する）増改築等工事証明書
⑤増改築の年月日、費用のわかる書類（家屋の登記事項証明書、請負契約書など）

・登記事項証明書等（家屋の床面積が50 ㎡以上であることを明らかにする書類）
・改修工事の請負契約書等（増改築等年月日及び費用の額を明らかにする書類）

⑥控除を受ける金額の計算に関する明細書

この減税を受ける
ための手続

平成２３年：20万円、平成２４年：１５万円60万円最大控除額

バリアフリー工事費と標準的な工事費用相当
額（注１：Ｐ９参照）のいずれか少ない金額
（200万円を限度）×10％

バリアフリー工事費（200万円まで）
年末ローン残高×2％
バリアフリー工事とともに行った改修工事
（バリアフリー工事を含めて1,000万円まで）
年末ローン残高×1％

税額控除額

バリアフリー工事を行い居住した年5年間控除期間

平成21年4月1日から
平成24年12月31日まで

平成21年1月1日から
平成25年12月31日まで

工事をおこない
居住を開始する期間

次の工事でその工事費用の合計額が30万円を超えるもの（補助金を持って充てる部分を除く）
①廊下幅の拡幅 ②階段の勾配の緩和 ③浴室改良 ④便所改良 ⑤手摺の設置
⑥屋内の段差の解消 ⑦出入口の戸の改良 ⑧滑りにくい床材料への取替

対象となる
バリアフリー工事

①償還期間5年以上の住宅ローン
②死亡時一括償還による住宅ローン

対象となる借入金

次のいずれかに該当するもの
①50歳以上の者
②介護保険法の要介護または要支援の認定を受けている者
③障害者
④65歳以上の親族または、上記②若しくは③に該当する親族と同居している者

適用対象者

適用要件等

投資型減税（自己資金）ローン型減税
区 分

出典：（社）日本木造住宅産業協会発行 平成２１年度版 住宅と税金～税の散歩道～ （税の散歩道のお求めは、http://www.mokujukyo.or.jp） TOTOにて一部追記しております。

注２：対象者及び同居親族が要介護認定又は要支援認定を受けている場合は介護保険の被保険証の写し。
このほかに介護保険制度等の補助金の利用の場合はその額を明らかにする書類、前年に続いて翌年も申請する
場合、要介護状態区分が３段階以上上昇した証明書類が必要になります。

↑OKでしょうか？
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工事箇所1個につき 27,600⑤戸に戸車を設置する工事その他の動力設置工事及び吊戸工事以外の工事

工事箇所1個につき 34,500②長さが150ｃｍ未満の手すりをつけるもの

6.便所、浴室、脱衣室その他の居室および玄関並びにこれらを結ぶ経路の床の段差

を解消する工事（勝手口その他屋外に面する開口の出入口および上がりかまち並

びに浴室の出入口にあっては、段差を小さくする工事を含む。）

施工面積1㎡当たり 20,700
8.便所、浴室、脱衣室その他の居室および玄関並びにこれらを結ぶ経路の床の材料

を滑りにくいものに取り替える工事

工事箇所1個につき 136,100
④吊戸工事（戸に戸車その他の戸の開閉を容易にする器具を設置する工事のうち戸

を吊戸方式に変更するもの）

工事箇所1個につき 453,900
③動力設置工事（戸に戸車その他の戸の開閉を容易する器具を設置する工事のうち

戸の開閉のための動力装置を設置するもの）

工事箇所1個につき 14,100②開戸のドアノブをレバーハンドル等に取り替える工事

工事箇所1個につき 151,100①開戸を引戸、折戸等に取り替える工事

7.出入口の戸を改良する工事

施工面積1㎡当たり 36,900③上記①、②以外の床の段差を解消する工事

施工面積1㎡当たり 93,300
②浴室段差解消等工事（浴室の出入口の段差を解消するもの及び

段差を小さくするもの）

工事箇所1個につき 43,000
①玄関等段差解消等工事（玄関、勝手口その他屋外に面する開口の出入口および

上がりかまちの段差を解消するもの並びに段差を小さくするもの）

手すりの長さ1ｍにつき 19,300①長さが150ｃｍ以上の手すりをつけるもの

5.便所、浴室、脱衣室その他の居室および玄関並びにこれらを結ぶ経路に手すりを取

り付ける工事

工事箇所1個につき 318,300③座便式の便器の座高を高くする工事

工事箇所1個につき 348,500②便器を座便式のものに取り替える工事

施工面積1㎡当たり 272,700①排泄またはその介助を容易に行うために便所の床面積を増加させる工事

4.便所を改良する工事

工事箇所1個につき 56,900④高齢者等の身体の洗浄を容易にする水栓器具を設置しまたは同器具に替える工事

工事箇所1個につき 27,300
③固定式の移乗台、踏み台その他の高齢者等の浴槽の出入りを容易にする設備を

設置する工事

工事箇所1個につき 503,500②浴槽をまたぎ高さの低いものに取り替える工事

施工面積1 ㎡当たり 479,400①入浴またはその介助を容易に行うために浴室の床面積を増加させる工事

3.浴室を改良する工事

工事箇所1個につき 618,900
2.階段の設置（既存の階段の撤去を伴うものに限る。）または改良によりその勾配を緩

和する工事

工事箇所1個につき 192,700②出入口の幅の拡張

施工面積1㎡当たり 177,900①通路の幅の拡張

1.介助用の車いすで容易に移動するために通路または出入口の幅を拡張する工事

金額（円）工 事 名

出典：（社）日本木造住宅産業協会発行 平成２１年度版 住宅と税金～税の散歩道～ （税の散歩道のお求めは、http://www.mokujukyo.or.jp）

注１ 自己資金でバリアフリー改修した場合の政令で定められた標準的な工事費用

↑OKでしょうか？
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省エネ改修工事の所得税の控除
地球温暖化防止に向け家庭部門のCO2排出の削減を図るため、既存住宅の省エネ性能の向上を促進するための税額控
除制度です。今年度、従来からのローン型減税に加え投資型減税（自己資金）が創設されました。

①3,000万円の所得制限あり
②改修後6か月以内に居住
③平成23年にこの控除を受けた者は24年に

は受けられない。

①3,000万円の所得制限あり
②改修後6か月以内に居住その他

この規定の適用を受けるためには、居住した翌年の3月15日までに所得税の確定申告をする
必要があります。
確定申告には次の書類を添付しなければなりません。
① （控除を受けようとする者の）住民票の写し
②ローン残高の年末残高証明書（ローン型減税のみ）

③（建築士法に基づく建築士事務所等に所属する建築士が発行する）増改築等工事証明書
④増改築の年月日、費用のわかる書類（家屋の登記事項証明書、請負契約書など）

・登記事項証明書等（家屋の床面積が50 ㎡以上であることを明らかにする書類）
・改修工事の請負契約書等（増改築等年月日及び費用の額を明らかにする書類）

⑤控除を受ける金額の計算に関する明細書

この減税を

受けるための手続き

平成21年4月1日から
平成24年12月31日まで

平成21年4月1日から
平成25年12月31日まで

居住を開始する期間

20万円（太陽光発電装置の場合は30万円）60万円最大控除額

省エネ改修工事費用の額と標準的な工事費
相当額（注1.2）のいずれか少ない金額（200万
円が限度。ただし、太陽光発電装置を設置の
場合は300万円）×10％

特定省エネ改修工事費用（200万円まで）
○年末ローン残高×2％

その他の省エネ工事
○年末ローン残高×1％

控除税額

省エネ工事を行い居住した年5年間控除期間

償還期限5年以上の住宅ローン
（1,000万円以下の部分）

対象となる借入金

上記の省エネ改修工事のうち改修後の住宅
全体の省エネ性能が平成11年基準相当とな
ると認められる工事

特定省エネ改修工事

すべての居室の窓全部の改修工事、又はその工事と合わせて行う床の断熱工事、天井の
断熱工事、壁の断熱工事、太陽光発電装置設置工事で次の要件を満たすもの。
①改修部位の省エネ性能がいずれも平成11年基準以上となること。
②改修後の住宅全体の省エネ性能が改修前から一段階相当以上あがると認められる工事

内容であること。（ローン型減税のみ。但し平成２１年４月１日～２４年１２月３１日までの期間を除く）
③工事費用の合計額が30万円を超えること
④太陽光発電装置は一定の性能のものに限る（投資型＝自己資金減税のみ）

省エネ改修工事

適用要件等

投資型減税（自己資金）ローン型減税
区 分

（注1）政令で定められた省エネ改修工事の標準的な費用の額

地区区分／工事明細等

ガラス
交換

内窓新設
または
交換

内窓新設

サッシ
および
ガラス
交換

天井等の
断熱性を
高める
工事

壁の
断熱性を
高める
工事

床等の
断熱性を
高める
工事

床面積
1㎡につき

（円）

床面積
1㎡につき

（円）

床面積
1㎡につき

（円）

床面積
1㎡につき

（円）

床面積
1㎡につき

（円）

床面積
1㎡につき

（円）

床面積
1㎡につき

（円）

Ⅰ 北海道を中心とした地域 ― 12,000 ― 19,600 2,500 18,000 5,000

Ⅱ 青森・岩手・秋田県を中心とした地域 ― 12,000 ― 19,600 2,500 18,000 5,000

Ⅲ
宮城・山形・福島・栃木・新潟・長野県

を中心とした地域
― ― 8,000 19,600 2,500 18,000 4,000

Ⅳ
上記ⅠからⅢおよび、Ⅴ、Ⅵ以外を中

心とした地域
6,600 ― 8,000 16,000 2,500 18,000 4,000

Ⅴ 宮崎・鹿児島県を中心とした地域 6,600 ― 8,000 16,000 2,500 18,000 ―

Ⅵ 沖縄県 6,600 ― ― ― 2,500 18,000 ―
（注）地区区分ⅠからⅥについては平成１８年経済産業省・国土交通省告示第三号により定められたものです。都道府県別の区分ではありませんのでご注意してください。

出典：（社）日本木造住宅産業協会発行 平成２１年度版 住宅と税金～税の散歩道～ （税の散歩道のお求めは、http://www.mokujukyo.or.jp）TOTOにて一部追記しております。

↑OKでしょうか？

要確認
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105,000円を加算する上記太陽光発電設備工事に併せて行う電池幹線増強工事
（単相二線式の引込線を単相三線式に増強し、併せて分電盤を交換する工事）

1キロワット当たり 10,500

④塩害対策工事
（太陽光発電設備設置工事で設置する設備に対する塩害を防止するために必要となる
防錆工事）

1キロワット当たり 31,500

③積雪対策工事
（太陽光発電設備設置工事で設置する設備が積雪荷重に対して構造耐力上安全である
よう太陽電池モジュールおよび架台を補強する工事）

1キロワット当たり 52,500

②陸屋根防水基礎工事
（陸屋根の家屋の屋根面に太陽光発電設備設置工事をする場合にその陸屋根に架台
の基礎を設置する部分を堀削して行う基礎工事および防水工事）

1キロワット当たり 31,500

上記工事と併せて行う①から④の工事
①安全対策工事
（急勾配の屋根面または三階建て以上の家屋の屋根面に太陽光発電設備設置工事を
する場合に、太陽光発電設備設置工事に従事する者並びに太陽光発電設備設置工事
で設置する設備及び工具の落下を防止するために必要となる足場を組み立てる工事）

1キロワット当たり 735,000太陽光発電設備設置工事

金額（円）工 事 名

（注2）政令で定められた太陽光発電設備設置工事の標準的な費用の額

出典：（社）日本木造住宅産業協会発行 平成２１年度版 住宅と税金～税の散歩道～ （税の散歩道のお求めは、http://www.mokujukyo.or.jp）

↑OKでしょうか？
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耐震改修工事の所得税の控除
近年における地震災害の頻発を踏まえ、新耐震基準を満たさない住宅の自発的な耐震改修をより効果的に促進するため
の税額控除制度です。

区 分 適用要件等

期 間 平成21年1月1日から平成25年12月31日までの工事

地 域

住宅耐震改修のための一定の事業を定めた次の計画地域
①地域住宅特別措置法第6条第1項に規定する地域住宅計画

補助金の算定にあたり、税額控除の額を差し引くことを定めていること
②耐震改修促進法第5条第1項に規定する都道府県耐震改修促進計画

都道府県が国の補助を受けて行う事業であること
補助金の算定にあたり、税額控除の額を差し引くことを定めていること

③地方公共団体が地域の安全を確保する見地から住宅の耐震改修について定めた計画
地方公共団体が地域の安全を確保する見地から行う事業であること
補助金の算定にあたり、税額控除の額を差し引くことを定めていること

④地方公共団体が作成する耐震改修計画において耐震診断のみを補助する区域

建物の用途 自己の居住用（マイホーム）

工事内容 昭和56年5月31日以前に建てられた家屋を建築基準法に基づく現行の耐震基準に適合さ
せるための工事

控除額
耐震改修に要した費用の額と
耐震改修に係る標準的な工事費 × 10％（最高20万円）
相当額（注）のいずれか少ない金額

控除を受けるための手続

改修した年の確定申告書に次の書類を添付する
①市区町村の発行する「住宅耐震改修証明書」
②住民票
③控除を受ける金額の計算に関する明細書
④住宅の品質確保の促進に関する法律に基づく登録住宅性能評価機関、建築基準法に

基づく指定確認検査機関、建築士法に基づく建築事務所に所属する建築士が発行する
増改築等工事証明書

構 造 工事区分 金額（円）

木造

基礎に係る耐震改修 家屋の建築面積1㎡あたり 16,200

壁に係る耐震改修 家屋の床面積1㎡あたり 23,800

屋根に係る耐震改修 改修施工面積1㎡あたり 20,500

上記以外の耐震改修 家屋の床面積1㎡あたり 35,900

木造以外

壁に係る耐震改修 家屋の床面積1㎡あたり 78,900

柱に係る耐震改修 施工個所1個につき 2,658,200

上記以外の耐震改修 家屋の床面積1㎡あたり 276,900

注 政令で定められた標準的な耐震改修費用の額

出典：（社）日本木造住宅産業協会発行 平成２１年度版 住宅と税金～税の散歩道～ （税の散歩道のお求めは、http://www.mokujukyo.or.jp）

↑OKでしょうか？
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バリアフリーリモデル事例（トイレ）

和式便器

・立ち座りに負担が大きかった和風便器

・手すりがない

・出入口に段差がある

・出入口が開戸

洋式便器
＋手すり

・立ち座りしやすい洋風便器に変える

・手すりを付ける（長さが150cm未満の場合の設定金額）

・出入口の段差をなくす(段差解消面積800×1200mmで試算）

・出入口を引き戸に変更

348,500円（箇所）

34,500円（箇所）

36,900円×0.96㎡

151,100円（箇所）

リモデル前 リモデル後
政令で定められた
標準的な工事費用（単位）

※下記事例は、国土交通省告知内容に基づき、TOTOにて目安を示したものです。
ご購入、および工事前に工事業者様とご確認をお願いいたします。
所得税控除は納税額以下となります。
固定資産税の減額は当該家屋分のみで土地分は含まれません。

政令で定められた
標準工事金額算定合計

569,524円

バリアフリー改修で
実際にかかった
工事金額の合計

600,000円
※工事金額はあくまでもイメージ・仮定です。
※補助金等利用なし

A B

いずれか少ない金額（限度額２００万円※）

を対象とし控除額は１０％

自己資金の場合の対象金額

※ローンの場合は 実際にかかった工事金額（年末ローン残高）が対象となります。A

所得税控除
（リモデルしたその年分から）

５６,９００円
（１００円未満切捨）

（65歳以上居住の場合）

固定資産税
１/３減額

（リモデルした翌年分１００㎡相当分まで）

＋

上記工事の場合、自己資金（＝投資型）は が対象B

B

※

バリアフリーリモデル事例（浴室）

政令で定められた
標準工事金額算定合計

1,204,848円

２０年前在来浴室等
（１坪）

・浴槽のまたぎ高さが高い

・浴槽の出入りがしにくい

・２バルブ水栓で操作がしにくい

・手すりがない

・出入口が狭い

・出入口が開戸

・出入口に段差がある

システムバスルーム（１坪）

・浴槽のまたぎ高さが低いものに取り替える

・浴槽の出入りがしやすい腰掛スペースがある

・レバー式蛇口やワンプッシュ式シャワーにかえる

・手すりを付ける （長さが150cm未満の場合の設定金額）

・出入口の幅を拡張する

・出入口を引き戸に変更

・出入口の段差をなくす(段差解消面積1600×1600mmで試算）

503,500円（箇所）

27,300円（箇所）

56,900円（箇所）

34,500円（箇所）

192,700円（箇所）

151,100円（箇所）

93,300円×2.56㎡

リモデル前 リモデル後
政令で定められた
標準的な工事費用（単位）

バリアフリー改修で
実際にかかった
工事金額の合計

1,200,000円
※工事金額はあくまでもイメージ・仮定です。
※補助金等利用なし

A B

いずれか少ない金額（限度額２００万円※）

を対象とし控除額は１０％

自己資金の場合の対象金額

所得税減税
（リモデルしたその年分から）

１２万円
（１００円未満切捨）

（65歳以上居住の場合）

固定資産税
１/３減額

（リモデルした翌年分１００㎡相当分まで）

＋

上記工事の場合、自己資金（投資型）は が対象A

※下記事例は、国土交通省告知内容に基づき、TOTOにて目安を示したものです。
ご購入、および工事前に工事業者様とご確認をお願いいたします。
所得税控除は納税額以下となります。
固定資産税の減額は当該家屋分のみで土地分は含まれません。

※ローンの場合は 実際にかかった工事金額（年末ローン残高）が対象となります。A

A

A B

※２０１１年の場合。
２０１２年は限度額
１５０万円となります。

※２０１１年の場合。
２０１２年は限度額
１５０万円となります。



２０１１.４改訂版14

所得税控除
（リモデルしたその年分から）

１３万４，５００円
（１００円未満切捨）

バリアフリーリモデル事例（洗面＋浴室）

政令で定められた
標準工事金額算定合計

1,345,989円

２０年前在来浴室等
（１坪）

・浴槽のまたぎ高さが高い

・浴槽の出入りがしにくい

・２バルブ水栓で操作がしにくい

・手すりがない

・出入口が狭い

・出入口が開戸

・出入口に段差がある

システムバスルーム（１坪）

・浴槽のまたぎ高さが低いものに取り替える

・浴槽の出入りがしやすい腰掛スペースがある

・レバー式蛇口＋ワンプッシュ式シャワー

・手すりを付ける （長さが150cm未満の場合の設定金額）

・出入口の幅を拡張する

・出入口を引き戸に変更

・浴室

出入口の段差をなくす(段差解消面積1600×1600mmで試算）

洗面（脱衣室）

・出入口の段差をなくす(段差解消面積1700×1700mmで試算）

503,500円（箇所）

27,300円（箇所）

56,900円（箇所）

34,500円（箇所）×2箇所

192,700円（箇所）

151,100円（箇所）

93,300円×2.56㎡

36,900円×2.89㎡

リモデル前 リモデル後
政令で定められた
標準的な工事費用（単位）

バリアフリー改修で
実際にかかった
工事金額の合計

1,900,000円
※工事金額はあくまでもイメージ・仮定です。
※補助金等利用なし

A B

いずれか少ない金額（限度額２００万円※）

を対象とし控除額は１０％

自己資金の場合の対象金額

（65歳以上居住の場合）

固定資産税１/３減額
（リモデルした翌年分１００㎡相当分まで）

＋

上記工事の場合、自己資金（投資型）は が対象

A B

※下記事例は、国土交通省告知内容に基づき、TOTOにて目安を示したものです。
ご購入、および工事前に工事業者様とご確認をお願いいたします。
所得税控除は納税額以下となります。
固定資産税の減額は当該家屋分のみで土地分は含まれません。

＋洗面所（１坪） ＋洗面所（床）（１坪）

B

※ローンの場合は 実際にかかった工事金額（年末ローン残高）が対象となります。A

※本内容は2011年4月に施行された「平成２３年度予算関連法案」の2011年4月1日現在の情報に基づいております。
詳しくは最寄りの税務署・各市区町村の窓口にご相談下さい。

※２０１１年の場合。
２０１２年は限度額
１５０万円となります。
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省エネ・リモデル事例（居室）

すべての居室の窓(10窓)
単層のガラス窓

・夏暑く､冬寒いお部屋

・冷房暖房費が高い

・結露が発生する

・騒音に悩む

すべての居室の窓(10窓)に
内窓を新設

・夏涼しく､冬暖かい快適な環境

・ｴｱｺﾝの効きが良く､冷暖房費が安くなった

・結露の発生が少なくなった

・騒音に悩まされることなく､夜も静かに就寝

720,000円

(次世代省エネルギー

基準Ⅳ地域(東京)､

居室床面積90㎡想定)

リモデル前 リモデル後
政令で定められた
標準的な工事費用（円/㎡）

※下記事例は、国土交通省告示内容に基づき、YKK APにて目安を示したものです。
ご購入、および工事前に専門業者様及び工事業者様とご確認をお願いいたします。
所得税控除は納税額以下となります。
固定資産税の減額は当該家屋分のみで土地分は含まれません。

政令で定められた
標準工事金額算定合計

720,000円

省エネ改修（窓）
で実際にかかった

工事金額の合計

800,000円
※工事金額はあくまでもイメージ・仮定です。
※補助金等利用なし

A B

いずれか少ない金額（２００万円限度）

を対象とし控除額は１０％

自己資金の場合の対象金額

所得税控除
（リモデルしたその年分から）

72,000円
固定資産税
１/３減額

（リモデルした翌年分１20㎡相当分まで）

＋

上記工事の場合、自己資金（投資型）は が対象B

A B

※

政令で定められた
標準工事金額算定合計

1,920,000円

すべての居室の窓(15窓)
単層のガラス窓

すべての居室の窓(15窓)
サッシおよびガラス交換

リモデル前 リモデル後
政令で定められた
標準的な工事費用（円/㎡）

省エネ改修（窓）
で実際にかかった
工事金額の合計

2,400,000円
※工事金額はあくまでもイメージ・仮定です。
※補助金等利用なし

A B

いずれか少ない金額（２００万円限度）

を対象とし控除額は１０％

自己資金の場合の対象金額

所得税減税
（リモデルしたその年分から）

192,000円
固定資産税
１/３減額

（リモデルした翌年分１20㎡相当分まで）

＋

上記工事の場合、自己資金（投資型）は が対象B

A B

省エネ・リモデル事例（居室）
※下記事例は、国土交通省告示内容に基づき、YKK APにて目安を示したものです。

ご購入、および工事前に専門業者様及び工事業者様とご確認をお願いいたします。
所得税控除は納税額以下となります。
固定資産の減額は当該家屋分のみで土地分は含まれません。

・お部屋ごとに寒・暖差を感じる

・窓からひんやりした隙間風が

・冷暖房費が年々高くなっている

･サッシの色が変わって来て古臭い

・丸ごとﾘﾓﾃﾞﾙを検討したい

1,920,000円

(次世代省エネルギー

基準Ⅳ地域(東京)､

居室床面積120㎡想定)

・夏涼しく､冬暖かい快適な環境

・ｴｱｺﾝの効きが良く､冷暖房費が安くなった

・結露の発生が少なくなった

・騒音に悩まされることなく､夜も静かに就寝

･ﾃﾞｻﾞｲﾝや質感が変りお部屋のｲﾒｰｼﾞを一新

断熱性を高める床・壁・天井工事は含まれていません。

断熱性を高める床・壁・天井工事は含まれていません。

※ローンの場合は 実際にかかった工事金額（年末ローン残高）が対象となります。A

※ローンの場合は 実際にかかった工事金額（年末ローン残高）が対象となります。A



２０１１.４改訂版16

参考：給与収入・家族構成別所得税早見表

（注１）子供1人は一般の扶養親族として試算しました。
（注２）子供のうち1人は特定扶養家族として試算しました。
（注３）社会保険料を収入金額の12.8%と見込み試算しました。

給与収入
（単位：百万円）

独身 配偶者を扶養
配偶者と子供1人
を扶養（注１）

配偶者と子供2人
を扶養（注２）

配偶者と子供3人
を扶養（注２）

４００ 88,400 69,400 50,400 18,900 0

所得税（単位：円）

５００ 146,500 108,500 84,000 52,500 33,500

６００ 213,700 175,700 137,700 86,100 67,100

７００ 337,300 261,300 208,900 145,900 107,900

８００ 491,700 415,700 339,700 223,100 185,100

９００ 646,100 570,100 494,100 368,100 292,100

１０００ 800,500 724,500 648,500 522,500 446,500

１，２００ 1,154,300 1,066,900 979,500 851,300 775,300

１，５００ 1,846,500 1,721,100 1,595,700 1,401,800 1,314,400

出典：（社）日本木造住宅産業協会発行 平成２１年度版 住宅と税金～税の散歩道～ （税の散歩道のお求めは、http://www.mokujukyo.or.jp）

※本内容は2011年4月に施行された「平成２３年度予算関連法案」の2011年4月1日現在の情報に基づいております。
詳しくは最寄りの税務署・各市区町村の窓口にご相談下さい。

障がい者の範囲は、所得税法施行令第１０条

（障害者及び特別障害者の範囲）に示される

以下７項に該当する方が対象です。
１．知的障害者とされたもの
２．精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者
３．身体障害者手帳に身体上の障害がある者として

記載されている者
４．戦傷病者手帳の交付を受けている者
５．原子爆弾被爆者の認定を受けている者
６．複雑な介護を要する者
７．障害者に準ずるものとして市町村長又は

特別区の区長の認定を受けている者

商品のお求め、ご相談は当店へ


